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危機管理室との連携 

警察が関与する可能性がある重篤な事案について、 

 ○緊急受理会議に参画し、警察的知見からの助言 

 ○児童相談所の援助方針を適切に警察署へ伝達・調整 

 ○協同面接に係る検察及び警察との連絡調整 ほか 

区
 

【ポイント２】 

 子ども家庭支援センターと児童相談所との一元的な運用（のりしろ型支援）、区が保有する児童虐待ケースについて 

平素からの連携 重篤事案にかかる連携 
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【ポイント１】区及び警察における情報連携 

⇒これまで警察は都の組織である児童相談所と区の組織である子ども家庭支援センター両者との連携であったが、区の

児童相談所開設後は区と警察間での対応となる。 

警察署 

都 

（児童相談所） 

区（子ども家 

庭支援セン

ター） 

相互に情報提供、照会、回答 

【これまで】 【児童相談所開設後】 
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○区として、適切なリスクアセスメントの上、今後警察と連携して対応することが想定され

るケースについて、事前に情報共有し、両機関が即時に対応できる体制を構築する。 

○協定内容については、他自治体の例も参考に引き続き検討を行う。 
 

（共有内容の案） 

・児童相談所から警察へ提供する情報 

 １．虐待による外傷、ネグレクト、性的虐待があると考えられる事案等の情報 

 ２．上記の虐待に起因した一時保護、施設入所等している事案で、保護等が解除され、家庭復帰する 

         事案の情報 

 ３．通告受理後、48時間以内に児童相談所や関係機関において安全確認ができない事案の情報 

 ４．区外の児童相談所からケース移管された事案及び区外の児童相談所へケース移管した事案の情報（区

独自の共有項目） 

・警察から児童相談所へ提供する情報 

 １．児童福祉法第２５条の通告のほか、児童虐待の疑いがあるとして調査したが、児童通告に至らな 

   かった事案の情報（区独自の共有項目） 

 ※以上のほか、警察から緊急の相談履歴の照会があった場合については個別に対応する。 

○警察と共有するべき情報を一方の機関のみが保有していること

がないよう、子ども家庭支援センターと児童相談所は共通アセス

メントツールを活用するとともに、システム上も統一して情報共

有する。これにより警察と共有するべきケースは必ず両機関で連

携を図り、確実に一元的な情報を提供できる体制とする。 
【参考】一元的な運用（のりしろ型支援）の実現の方策 

 ○個別具体のケース対応にあたっては、子ども家庭支援セン 

  ターと児童相談所の両機関の職員がチームとなり対応する。 

 ○原則として、子ども家庭支援センターと児童相談所は合同 

  で支援会議を実施し、同一基準・同一判断による一貫した 

  アセスメントに基づき、両機関が協働しながら問題の解決 

  を目指す。 

○児童虐待の未然防止及び早期発見・迅速な対応にあたっては、子どもの安全

を最優先とした視点から、区及び警察が相互に情報を適切に共有し、両機関連

携の下、対応を行っていく。 

（連携協定に基づく定例、 

 随時の情報共有） 
（警察が関与する可能性がある 

重篤な事案にかかる連携） 
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※警察から区への情報提供を含む。 

（区として、ケースワークを行うにあたり、 

警察から把握しておきたい情報など） 

警察との情報共有に係る協定書の締結 


